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1. 研究背景 

世界の都市部では都市ヒートアイランド現象

（Urban Heat island;以降 UHI）による気候変動が

顕在化している。東京の過去 100 年間の気温上昇

3.3℃のうち、約 2℃が CO2 とは無関係の UHI に

よると推計され、都市の気候変動への適応策が重

要視されている１）。また、夏季の都市では、気温

上昇が冷房需要の増加を引き起こし、建物排熱の

増加を通じてさらなる気温上昇をもたらす。この

ような結果が原因を強める自己強化ループは、ポ

ジティブフィードバック（Positive Feedback; 以

下 PFB）として知られている（図 1）。PFB は、

将来の地球気候予測において考慮すべき重要な

物理過程であるかが議論されているが、この効果

に関する研究は未だ限られている。 

高根ら 2)は、地球温暖化が都市気候にもたらす

PFB 効果を定量化するため、2070 年夏季の大阪

を対象とした 2 通りのシミュレーション（2 ケー

ス法）を実施した。一方は現況を再現したケース

(以降：現況ケース)、もう一方は排熱を無視したケ

ース(以降：仮想ケース)である。この結果、地球温

暖化による気温上昇（+3℃）のうち、日平均で 5％

～8％が PFB 効果によるものと推定された。 

さらに、指導教官ら 3)は 2006 年～2015 年の夏

季大阪を対象に、高根らと同様の 2 ケース法を用

いて PFB 効果を定量化した。この研究では、全

日を平日としたケース(以降:平日ケース)と全日

を休日としたケース(以降：休日ケース)をシミュ

レーションした。これにより平日・休日間の現実

的な排熱差異のもとで PFB 効果が解析された。

昼間平均の気温上昇のうち 10％～20％が PFB効

果に由来することが示唆された。これらの研究に

よって、手法の違いにより PFB 効果の推計に差

異があり不確実性が認められる。しかしながら、

東京都市圏を対象としたPFBの推計は未だ行われ

ていない。 

 

2. 研究目的 

 以上の背景のもと、東京都市圏における PFB が

地上気温にもたらす昇温率を表現する排熱フィ

ードバックゲイン（以降ｇA）を定量化し、東京都

市圏における PFB 効果が都市気候に与える影響

を解明する事を目的とした。 

3. 研究手法 

 本研究では、指導教官らによって開発された、

WRF-CM-BEM を用い、2018 年 7～8 月の東京都

市圏を対象に解析を行った。このモデルは

WRF,CM,BEM の 3 つのサブモデルで構成されて

いる。WRF は地形データや土地利用データを考慮

し、大気状態に関する初期・境界条件として用い

られる解析データを用いることで、気象予測が可

能な領域気象モデルである。CM は都市キャノピ

ー層 を考慮し、気温、湿度、風速といった街区気

象変動を予測する。BEM は建物の熱・エネルギ

ー収支モデルで、壁体伝導熱等の建物熱収支の要

素を包括的に考慮している。 

図 1 都市気候システムにおける 

ポジティブフィードバックの例 



PFB の強度を示す gA は都市における地上気温

と人工排熱（顕熱分）の相互作用感度であり、地

上気温変動に対する排顕熱の感度（以降 SAT）と排

顕熱変動に対する地上気温の感度（以降 STA）の積

から算出される。前述したｇA は(1)式で算出され

る。 

 

gA = SAT × STA = ΔT’ /（ΔT + ΔT’） ---------------------- （1） 

 

𝑆𝐴𝑇 = 𝛥𝐴𝐻/𝛥𝑇 ------------------------------------------------ （2） 

 

𝑆𝑇𝐴 =（𝛥𝑇＋𝛥𝑇′）/𝛥𝐴𝐻 ---------------------------------- （3） 

 

gAは都市気温の昇温 ΔT により誘発される PFB に

伴う追加的な昇温ΔT’とするとき、全体の昇温量

（ΔT＋ΔT’）に対する PFB の寄与率である。また、

SAT、STAは(2)式、(3)式から算出される。本研究では

簡易的な手法である、高根らが行った手法を用い

て定量化を試みた。SATは現況ケースの計算結果か

ら(2)式で算出される。一方、STAは２ケース間の排

熱差と地上気温差より(3)式で算出される。 

 本研究では上述したモデルと計算式を用いて、

gAの定量化を試みた。 

 

4. 結果 

表１に都市を業務、集合住宅、戸建住宅の３種

の街区に分類し、本研究と先行研究で算出された

gA、SAT、STAの日平均値の結果を示す。先行研究 2)

では集合住宅と戸建住宅を一括して住宅街区と

して扱われていたため、同一の値として扱う。 

同一の現況/仮想ケース法を用いた解析間（先行

研究 2）と本研究）の比較では、すべての街区で顕

著な乖離が見られた。一方、WRF-CM-BEM を用

いた解析間（先行研究 3）と本研究）の比較では、

SATは近しい値であるのに対し、STAは 1/10 程度に

減少した。それに伴い、gAにも 1/10 程度の減少を

もたらした。なお、STAについては、指導教官らに

より大阪・東京を対象に観測資料に基づき

0.01℃/W/m2 の推計値が示されており 4)、本研究

の STA はこの観測ベースの推計値とオーダー的に

は整合していた。 

表 1 本研究と先行研究の日平均値の比較 

  

5. まとめ・今後の課題 

 以上の結果から、東京都市圏の gA は日平均で

約１％であることが確認された。多くの先行研究

で STA は劣線形であることが知られている。この

ため、排熱の全量を無視し現実よりも大きな排熱

変動を想定する計算では STAが過小評価され、ｇA

も理論的に過小評価される可能性が高い。 

 以上により、解析手法や地域など複数の要素が

不確実性を生じさせることが示唆される。今後の

課題は、東京都市圏を対象に平日/休日ケース法で

PFB 効果の不確実性を評価することである。 
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対象 大阪 大阪 東京

モデル WRF-BEP-BEM WRF-CM-BEM WRF-CM-BEM

ケース 現況/仮想 平日/休日 現況/仮想

a.ｇA　[%]

業務 5.00% 6.62% 1.35%

集合 11.86% 1.20%

戸建 10.31% 0.70%

b.SAT　[W/m
2
/℃]

業務 3.93 4.10

集合 1.23 0.87

戸建 1.42 1.16

c.STA　[℃/W/m
2
]

業務 0.022 0.0031

集合 0.100 0.0060

戸建 0.073 0.0062

8.00%

https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r03/hakusho/r04/html/nj030c03.html
https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r03/hakusho/r04/html/nj030c03.html

